
法人名：

３年 4 月 1 日 ～ ４年 3 月 31 日
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税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税 0

△ 866,138

特定非営利活動法人リネーブル・若者セーフティネット

活動計算書
令和 令和 まで

(単位：円)

科　　目 金　　額
Ⅰ 経常収益

受取会費

正会員受取入会金 0

受取寄附金

受取寄附金 0

事業収益
①様々な困難を抱える若者への自立に向けた準備プログラム事業収益 1,458,635

③様々な困難を抱える若者への中間的就労支援事業収益 0 1,473,635

②様々な困難を抱える若者を支援する支援者のための勉強会、ネットワーク事業収益 15,000

受取利息 18

その他収益

消耗品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

会議費

通信運搬費

旅費交通費

　　経常収益計 3,819,323

雑収益 110 128

事業費

Ⅱ 経常費用

（1）人件費

役員報酬 0

減価償却費

雑費

0

6,415

旅費交通費 400

473,546

0

会議費 0

法定福利費 0

人件費計 1,373,287

賃借料 1,602,920

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費 41,562

印刷製本費 7,080

諸謝金 878,010

（2）その他経費

事業費計 4,383,220

その他経費計 3,009,933

（1）人件費

管理費

役員報酬 0

人件費計 0

法定福利費 0

給料手当 0

0

0

（2）その他経費

諸謝金

0

50,302

0

82,809

0

その他経費計 302,241

管理費計 302,241

4,685,461

当期経常増減額 △ 866,138

　　経常費用計

3,212,306

△ 866,138

203,000

正会員受取会費 170,000

1,972,560

373,000

0

賛助会員受取会費

受取助成金等

受取助成金 1,972,560

保険料

2,346,168

0

Ⅲ 経常外収益

次期繰越正味財産額

前期繰越正味財産額

5,870

減価償却費

過年度損益修正益

当期正味財産増減額

　　経常外収益計 0

Ⅳ 経常外費用

0

過年度損益修正損 0

　　経常外費用計

給料手当 1,373,287

0

137,500

雑費 25,760



1．

　

（1）

（2）

2．

3．

使途等が制約された寄付金等はございません。

4．

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

0 0 0 0 0 0

441,650 0 0 441,650△ 193,221248,429
441,650 0 0 441,650 △ 193,221 248,429

5．

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

0 0 0 0

6．

計算書類に計
上された金額

内役員及び近
親者との取引

0 0

1,602,920 0
1,602,920 0

0 0

0 0

7．

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費は、経常収益割合に基づき按分しています。

長期借入金

貸借対照表計

賃借料

（活動計算書）

受取寄附金

活動計算書計

（貸借対照表）

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

借入金の増減内訳

(単位：円)

科　目

借入金の増減は以下の通りです。

(単位：円)
科　　目

長期借入金

活動計算書のとおり

事業費と管理費の按分方法

合　　計

科　　目

有形固定資産

什器備品等

車両運搬費

固定資産の増減内訳

固定資産の増減はございません。

(単位：円)

財務諸表の注記

重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計基準協議
会）によっています。

固定資産の減価償却の方法

使途等が制約された寄付金等の内訳

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。

消費税等の会計処理

免税事業者のため、消費税等の会計処理は税込方式によっています。

事業別損益の状況




